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～製造業が牽引し、全産業では二桁の増加に転じる～ 

 

製造業は、化学や輸送用機械などが牽引し５年連続、かつ大幅増に 

非製造業は、運輸やサービスを中心にほとんどの業種で増加 
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Ⅰ．調査要領 

１. 調 査 目 的 

  各業種、各地域における民間設備投資動向の把握 

２. 調 査 対 象 時 期 

    2013 年度実績及び 2014・2015 年度計画 

３. 回 答 期 日 

    2014 年 6 月 26 日 

４. 調 査 対 象 企 業 

  原則資本金１億円以上の民間法人企業（但し、農業、林業、金融・保険業等を除く） 

５. 調 査 方 法 

アンケート方式(調査票を送付し、必要に応じ電話聞き取り等により補足) 

設備投資額は工事ベースで金額を把握 

６. 回 答 状 況  

  （1）回答率（全国） 

     54.5％（＝6,449 社／11,827 社） 

    （2）北関東甲信の設備投資計画について回答した企業数：897 社 

            （地域別回答企業数(全国ベース)：5,491 社） 

（注）北関東甲信：茨城県、栃木県、群馬県、山梨県、長野県 

７. 集 計 に つ い て 

     a（1）産業分類について 

原則として主業基準分類（企業の主たる業種に基づき分類）で集計。2010 年度調査まで

は、大企業については事業基準分類（企業の事業部門を基に分類）、中堅企業については

主業基準分類で集計していたが、2011 年度調査より、大企業・中堅企業とも主業基準分類

に統一。長期系列データについても、2009 年度実績までは大企業は事業基準分類、中堅企

業は主業基準分類、2010 年度実績以降は全企業について主業基準分類による。 

    （2）調査時期と調査対象年度 

    年１回実施。各年度について、計画から実績化するまで、合計３回の調査を行う。 

 

 

         

 

   

   a（3）共通回答社数について 

2012・2013 年度対比における共通回答社数は、昨年度調査において 2012 年度実績の回

答があり、今回調査で 2013 年度実績の回答があった社数。2013・2014 年度対比における

共通回答社数は、今回調査において 2013 年度実績及び 2014 年度計画の回答があった社数。 

  2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 

2012年  6月 実績 当年度計画 翌年度計画   

2013年  6月  実績 当年度計画 翌年度計画  

2014年  6月   実績 当年度計画 翌年度計画 
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Ⅱ．調査結果の概要 

１．北関東甲信の設備投資動向概況 

                                                                       （単位：億円、％） 

6,194 5,614 ▲ 9.4 4,305 5,118 18.9

（ 除 く 電 力 ） (3,802 ) ( 3,947 ) (    3.8 ) ( 4,028 ) ( 4,823 ) (　19.7 )

製 造 業 2,890 2,929 1.3 3,001 3,698 23.2

非 製 造 業 3,304 2,685 ▲ 18.7 1,304 1,420 8.9

（ 除 く 電 力 ） ( 912 ) ( 1,018 ) (    11.7 ) ( 1,027 ) ( 1,125 ) ( 　9.5 )

全 産 業

2013年度実績 2014年度計画 伸び率

2013・2014年度対比2012・2013年度対比

2012年度実績 2013年度実績 伸び率

 
 

〔参考：全国〕 

                                                        （単位：億円、％） 

171,060 176,187 3.0 167,640 193,047 15.2

（ 除 く 電 力 ） (147,308 ) (153,391 ) (    4.1 ) (157,872 ) (181,398 ) (　 14.9 )

製 造 業 58,836 57,393 ▲ 2.5 58,971 70,590 19.7

非 製 造 業 112,224 118,794 5.9 108,669 122,456 12.7

（ 除 く 電 力 ） ( 88,471 ) ( 95,998 ) (    8.5 ) ( 98,901 ) ( 110,808 ) ( 　12.0 )

2013年度実績 2014年度計画 伸び率

2013・2014年度対比2012・2013年度対比

全 産 業

2012年度実績 2013年度実績 伸び率

 

 

 

２．２０１３年度設備投資実績 

 2013 年度の北関東甲信の設備投資実績は、製造業が小幅ながら４年連続で増加したものの、

非製造業が二桁の減少に転じたことから、全産業では４年ぶりの減少に転じた（実績額 5,614

億円、前年度比 9.4％減）。 

 製造業では、化学製品原料等の生産設備新設等のあった化学、事業再構築関連で生産設備新

増設のあった電気機械、建材関連で能力増強投資のあった金属製品などが増加したことから、

建設機械の能力増強投資が一段落した一般機械、新製品生産設備の能力増強投資が一段落し

た輸送用機械などが減少したものの、全体では小幅ながら４年連続で増加した（実績額 2,929

億円、同 1.3％増）。 

 非製造業では、維持・補修投資が一段落した電力、商業施設の店舗新設が終了した卸売・小

売などで減少したことから、商業施設新設・改装関連投資のあった不動産、建材関連生産設

備で能力増強投資等のあった建設などで増加したものの、全体では二桁の減少に転じた（実

績額 2,685 億円、同 18.7％減）。 

 

 



 - 3 -

３．２０１４年度設備投資計画 

（１）概況 

  2014 年度の北関東甲信の設備投資計画は、ウエイトの高い製造業が５年連続、かつ大幅

に増加することに加え、非製造業も増加に転じることから、全産業では二桁の増加に転じる

（計画額 5,118 億円、前年度比 18.9％増）。 

 

（２）製造業・非製造業別の概況 

 ［製造業］ 

  医薬品等の生産設備の新設や維持・補修投資のある化学、生産設備の大幅な増力増強投資

のある輸送用機械、研究施設新設等のある電気機械など過半の業種で増加することから、生

産設備の能力増強投資が一段落する食品などが減少するものの、全体では５年連続、かつ大

幅な増加となる（計画額 3,698 億円、同 23.2％増）。 

 

 ［非製造業］ 

  安全対策・安定輸送対策等のある運輸、宿泊施設新設投資のあるサービス、維持・補修投

資等のある電力などほとんどの業種で増加することから、建材の生産設備関連投資が終了す

る建設などが減少するものの、全体では増加に転じる（計画額 1,420 億円、同 8.9％増）。 

 

表１ 設備投資増減率の推移

（１）北関東甲信設備投資対前年度増減率
（単位：％）

2005年度

実績

2006年度

実績

2007年度

実績

2008年度

実績

2009年度

実績

2010年度

実績

2011年度

実績

2012年度

実績

2013年度

実績

2014年度

計画

2014年度
構成比

全 産 業 8.0 10.0 6.5 ▲ 4.4 ▲ 24.8 4.1 10.5 12.2 ▲ 9.4 18.9 100.0

製 造 業 5.8 26.5 12.4 ▲ 16.0 ▲ 34.8 16.6 30.6 4.3 1.3 23.2 72.3

非製造業 10.8 ▲ 7.6 ▲ 1.7 15.9 ▲ 10.9 ▲ 10.5 ▲ 3.5 21.1 ▲ 18.7 8.9 27.7

（２）全国設備投資対前年度増減率
（単位：％）

2005年度

実績

2006年度

実績

2007年度

実績

2008年度

実績

2009年度

実績

2010年度

実績

2011年度

実績

2012年度

実績

2013年度

実績

2014年度

計画

2014年度
構成比

全 産 業 8.8 7.2 6.7 ▲ 7.2 ▲ 17.4 ▲ 2.4 ▲ 1.1 3.2 3.0 15.2 100.0

製 造 業 15.2 12.2 5.6 ▲ 10.4 ▲ 31.8 ▲ 6.5 ▲ 0.7 2.8 ▲ 2.5 19.7 36.6

非製造業 5.1 4.0 7.4 ▲ 5.5 ▲ 6.4 ▲ 0.1 ▲ 1.3 3.4 5.9 12.7 63.4

　（注）2009年度実績までは、大企業は事業基準分類、中堅企業は主業基準分類

　　　　2010年度実績以降は、全企業につき主業基準分類
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表２ 北関東甲信の業種別設備投資動向 
（単位：億円・％）

寄与度 寄与度

2012年度 2013年度 伸び率 12→13年度 2012年度 2013年度 2013年度 2014年度 伸び率 13→14年度 2013年度 2014年度 2014年度 2015年度 伸び率

6,194 5,614 ▲ 9.4 ▲ 9.4 100.0 100.0 4,305 5,118 18.9 18.9 100.0 100.0 2,972 2,766 ▲ 6.9

2,890 2,929 1.3 0.6 46.7 52.2 3,001 3,698 23.2 16.2 69.7 72.3 2,024 1,835 ▲ 9.4

食 品 123 189 53.4 1.1 2.0 3.4 162 123 ▲ 24.0 ▲ 0.9 3.8 2.4 74 73 ▲ 1.6

繊 維 17 18 3.5 0.0 0.3 0.3 21 18 ▲ 15.7 ▲ 0.1 0.5 0.4 2 1 ▲ 30.1

紙 ・ パ ル プ 18 46 164.9 0.5 0.3 0.8 116 131 13.4 0.4 2.7 2.6 20 19 ▲ 6.0

化 学 353 544 54.1 3.1 5.7 9.7 506 734 45.2 5.3 11.7 14.3 141 147 3.7

石 油 20 29 49.8 0.2 0.3 0.5 29 113 284.7 1.9 0.7 2.2 113 18 ▲ 84.0

窯 業 ・ 土 石 34 79 134.5 0.7 0.5 1.4 37 53 45.4 0.4 0.8 1.0 44 30 ▲ 33.5

鉄 鋼 125 122 ▲ 2.7 ▲ 0.1 2.0 2.2 100 99 ▲ 1.3 ▲ 0.0 2.3 1.9 68 57 ▲ 17.1

非 鉄 金 属 204 194 ▲ 4.6 ▲ 0.2 3.3 3.5 195 278 42.9 1.9 4.5 5.4 233 157 ▲ 32.6

金 属 製 品 41 89 116.9 0.8 0.7 1.6 92 112 21.2 0.5 2.1 2.2 101 92 ▲ 8.3

一 般 機 械 524 326 ▲ 37.8 ▲ 3.2 8.5 5.8 285 268 ▲ 6.0 ▲ 0.4 6.6 5.2 111 80 ▲ 27.8

電 気 機 械 264 348 31.7 1.4 4.3 6.2 413 549 32.9 3.2 9.6 10.7 194 177 ▲ 8.8

精 密 機 械 80 54 ▲ 32.7 ▲ 0.4 1.3 1.0 106 116 8.8 0.2 2.5 2.3 74 84 12.9

輸 送 用 機 械 918 760 ▲ 17.2 ▲ 2.6 14.8 13.5 790 972 23.1 4.2 18.3 19.0 748 832 11.3

う ち 自 動 車 898 726 ▲ 19.1 ▲ 2.8 14.5 12.9 752 953 26.9 4.7 17.5 18.6 732 807 10.3

そ の 他 製 造 業 171 132 ▲ 22.5 ▲ 0.6 2.8 2.4 150 133 ▲ 11.0 ▲ 0.4 3.5 2.6 100 68 ▲ 32.3

3,304 2,685 ▲ 18.7 ▲ 10.0 53.3 47.8 1,304 1,420 8.9 2.7 30.3 27.7 948 931 ▲ 1.7

建 設 35 108 206.7 1.2 0.6 1.9 113 36 ▲ 67.7 ▲ 1.8 2.6 0.7 23 16 ▲ 30.9

卸 売 ・ 小 売 191 152 ▲ 20.5 ▲ 0.6 3.1 2.7 173 183 5.9 0.2 4.0 3.6 84 74 ▲ 12.4

不 動 産 82 224 174.8 2.3 1.3 4.0 229 229 ▲ 0.1 ▲ 0.0 5.3 4.5 217 59 ▲ 72.8

運 輸 300 298 ▲ 0.8 ▲ 0.0 4.8 5.3 328 402 22.5 1.7 7.6 7.9 278 265 ▲ 4.5

電 力 2,392 1,667 ▲ 30.3 ▲ 11.7 38.6 29.7 277 295 6.8 0.4 6.4 5.8 150 335 122.7

ガ ス 90 71 ▲ 20.7 ▲ 0.3 1.4 1.3 71 81 13.9 0.2 1.7 1.6 60 64 6.2

通 信 ・ 情 報 62 54 ▲ 12.9 ▲ 0.1 1.0 1.0 56 66 19.2 0.2 1.3 1.3 46 59 26.8

リ ー ス 33 55 64.1 0.3 0.5 1.0 1 0 ▲ 100.0 ▲ 0.0 0.0 0.0 0 6 0.0

サ ー ビ ス 79 50 ▲ 37.3 ▲ 0.5 1.3 0.9 50 110 118.7 1.4 1.2 2.1 84 52 ▲ 38.1

その他非製造業 40 7 ▲ 82.8 ▲ 0.5 0.6 0.1 7 18 152.3 0.2 0.2 0.3 4 1 ▲ 65.6

3,802 3,947 3.8 2.3 61.4 70.3 4,028 4,823 19.7 18.5 93.6 94.2 2,822 2,431 ▲ 13.8

912 1,018 11.7 1.7 14.7 18.1 1,027 1,125 9.5 2.3 23.9 22.0 798 597 ▲ 25.2

（注）　1． 四捨五入の関係上、各業種の総和は合計に一致しない場合がある
2． 各種計算には原数値（単位：百万円）を使用している
3． 共通回答社数については１頁参照

製 造 業

非 製 造 業

全 産 業 （ 除 電 力）

非製造業（除電 力）

投　　　　資　　　　額 

全 産 業

構 　 成 　 比 投　　　　資　　　　額 構 　 成 　 比 投　　　　資　　　　額 

（参考）
2013・2014年度対比（共通回答社数： 1,245社）2012・2013年度対比（共通回答社数：  1,172社）

2014・2015年度対比（749社）
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表３ 全国の業種別設備投資動向 
（単位：億円・％）

寄与度 寄与度

2012年度 2013年度 伸び率 12→13年度 2012年度 2013年度 2013年度 2014年度 伸び率 13→14年度 2013年度 2014年度 2014年度 2015年度 伸び率

171,060 176,187 3.0 3.0 100.0 100.0 167,640 193,047 15.2 15.2 100.0 100.0 54,254 48,036 ▲ 11.5

58,836 57,393 ▲ 2.5 ▲ 0.8 34.4 32.6 58,971 70,590 19.7 6.9 35.2 36.6 17,510 14,644 ▲ 16.4

食 品 4,547 4,587 0.9 0.0 2.7 2.6 4,871 5,100 4.7 0.1 2.9 2.6 1,089 806 ▲ 26.0

繊 維 377 383 1.8 0.0 0.2 0.2 447 527 18.0 0.0 0.3 0.3 197 156 ▲ 20.5

紙 ・ パ ル プ 1,290 1,672 29.5 0.2 0.8 0.9 1,797 1,816 1.1 0.0 1.1 0.9 610 438 ▲ 28.2

化 学 8,520 7,539 ▲ 11.5 ▲ 0.6 5.0 4.3 7,599 9,733 28.1 1.3 4.5 5.0 2,672 2,650 ▲ 0.8

石 油 1,878 2,237 19.1 0.2 1.1 1.3 2,252 3,367 49.5 0.7 1.3 1.7 2,371 1,641 ▲ 30.8

窯 業 ・ 土 石 1,390 1,424 2.5 0.0 0.8 0.8 1,341 1,673 24.8 0.2 0.8 0.9 831 650 ▲ 21.8

鉄 鋼 6,372 5,469 ▲ 14.2 ▲ 0.5 3.7 3.1 5,299 6,770 27.8 0.9 3.2 3.5 760 749 ▲ 1.5

非 鉄 金 属 2,259 2,029 ▲ 10.2 ▲ 0.1 1.3 1.2 1,924 2,157 12.1 0.1 1.1 1.1 1,057 883 ▲ 16.4

金 属 製 品 716 1,119 56.3 0.2 0.4 0.6 1,241 1,535 23.7 0.2 0.7 0.8 929 872 ▲ 6.2

一 般 機 械 7,033 5,992 ▲ 14.8 ▲ 0.6 4.1 3.4 5,722 6,704 17.2 0.6 3.4 3.5 1,293 986 ▲ 23.7

電 気 機 械 9,054 8,649 ▲ 4.5 ▲ 0.2 5.3 4.9 9,687 11,120 14.8 0.9 5.8 5.8 1,518 1,002 ▲ 34.0

精 密 機 械 1,292 1,333 3.2 0.0 0.8 0.8 1,345 1,506 12.0 0.1 0.8 0.8 317 247 ▲ 22.2

輸 送 用 機 械 11,203 11,768 5.0 0.3 6.5 6.7 12,056 14,503 20.3 1.5 7.2 7.5 2,588 2,482 ▲ 4.1

う ち 自 動 車 10,781 11,261 4.5 0.3 6.3 6.4 11,487 13,728 19.5 1.3 6.9 7.1 1,941 2,003 3.2

そ の 他 製 造 業 2,906 3,193 9.9 0.2 1.7 1.8 3,391 4,079 20.3 0.4 2.0 2.1 1,277 1,080 ▲ 15.4

112,224 118,794 5.9 3.8 65.6 67.4 108,669 122,456 12.7 8.2 64.8 63.4 36,745 33,393 ▲ 9.1

建 設 3,028 3,589 18.5 0.3 1.8 2.0 3,482 4,506 29.4 0.6 2.1 2.3 1,613 627 ▲ 61.1

卸 売 ・ 小 売 11,743 13,026 10.9 0.8 6.9 7.4 13,307 15,537 16.8 1.3 7.9 8.0 3,923 3,329 ▲ 15.1

不 動 産 8,997 11,258 25.1 1.3 5.3 6.4 11,484 15,671 36.5 2.5 6.9 8.1 6,814 6,402 ▲ 6.0

運 輸 24,354 26,178 7.5 1.1 14.2 14.9 26,439 32,423 22.6 3.6 15.8 16.8 10,904 9,912 ▲ 9.1

電 力 23,752 22,795 ▲ 4.0 ▲ 0.6 13.9 12.9 9,768 11,649 19.3 1.1 5.8 6.0 4,378 4,736 8.2

ガ ス 3,761 3,828 1.8 0.0 2.2 2.2 3,836 4,216 9.9 0.2 2.3 2.2 1,972 1,758 ▲ 10.9

通 信 ・ 情 報 28,732 28,997 0.9 0.2 16.8 16.5 30,813 29,651 ▲ 3.8 ▲ 0.7 18.4 15.4 3,125 3,026 ▲ 3.2

リ ー ス 4,380 4,945 12.9 0.3 2.6 2.8 4,944 3,835 ▲ 22.4 ▲ 0.7 2.9 2.0 1,474 1,421 ▲ 3.6

サ ー ビ ス 2,949 3,324 12.7 0.2 1.7 1.9 3,738 4,071 8.9 0.2 2.2 2.1 1,988 1,844 ▲ 7.3

その他非製造業 528 853 61.5 0.2 0.3 0.5 858 899 4.7 0.0 0.5 0.5 552 339 ▲ 38.7

147,308 153,391 4.1 3.6 86.1 87.1 157,872 181,398 14.9 14.0 94.2 94.0 49,877 43,301 ▲ 13.2

88,471 95,998 8.5 4.4 51.7 54.5 98,901 110,808 12.0 7.1 59.0 57.4 32,367 28,657 ▲ 11.5

（注）　1． 四捨五入の関係上、各業種の総和は合計に一致しない場合がある
2． 各種計算には原数値（単位：百万円）を使用している
3． 共通回答社数については１頁参照

製 造 業

非 製 造 業

全 産 業 （ 除 電 力）

非製造業（除電 力）

投　　　　資　　　　額 

全 産 業

構 　 成 　 比 投　　　　資　　　　額 構 　 成 　 比 投　　　　資　　　　額 

（参考）
2013・2014年度対比（共通回答社数： 6,449社）2012・2013年度対比（共通回答社数：  5,804社）

2014・2015年度対比（4,234社）
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表４ 地域別・都道府県別動向 

（１）地域別設備投資動向 （単位：億円、％）

2012年度 2013年度 伸び率 2013年度 2014年度 伸び率 2013年度 2014年度

3,663 3,769 2.9 3,812 4,388 15.1 4.8 4.5

8,957 8,912 ▲ 0.5 4,406 5,236 18.8 5.5 5.4

35,734 35,889 0.4 30,605 39,723 29.8 38.5 41.0

6,194 5,614 ▲ 9.4 4,305 5,118 18.9 5.4 5.3

茨 城 県 3,133 2,650 ▲ 15.4 1,714 1,928 12.5 2.2 2.0

栃 木 県 758 821 8.4 661 816 23.4 0.8 0.8

群 馬 県 1,184 1,118 ▲ 5.6 1,108 1,402 26.6 1.4 1.4

山 梨 県 267 261 ▲ 2.3 291 355 21.9 0.4 0.4

長 野 県 853 764 ▲ 10.4 531 617 16.2 0.7 0.6

29,540 30,275 2.5 26,301 34,605 31.6 33.1 35.7

13,177 13,679 3.8 12,005 14,183 18.1 15.1 14.6

3,907 4,115 5.3 3,498 4,756 36.0 4.4 4.9

11,954 12,309 3.0 12,475 13,955 11.9 15.7 14.4

6,086 6,350 4.3 4,527 5,767 27.4 5.7 5.9

2,988 3,105 3.9 2,414 2,775 15.0 3.0 2.9

6,154 7,360 19.6 5,301 5,763 8.7 6.7 5.9

93,127 95,817 2.9 79,402 96,934 22.1 100.0 100.0

171,060 176,187 3.0 167,640 193,047 15.2 － －

構成比

首 都 圏

2012・2013年度対比 2013・2014年度対比

北 海 道

東 北

関 東

北関東甲信

九州には沖縄県を含まない。合計には沖縄県を含む。全国には地域別未回答会社を含む

四捨五入の関係上、各業種の総和は合計に一致しない場合がある

各種計算には原数値（単位：百万円）を使用している

(注)

東 海

北 陸

関 西

中 国

四 国

九 州

合 計

全 国

 

（２）県別業種別設備投資対前年度増減率  (単位：％）

北関東甲信 合計 1.3 ▲ 18.7 ▲ 9.4 23.2 8.9 18.9

茨　城　県 ▲ 2.7 ▲ 22.4 ▲ 15.4 22.6 ▲ 4.4 12.5

栃　木　県 12.2 2.2 8.4 27.2 12.4 23.4

群　馬　県 ▲ 4.9 ▲ 7.5 ▲ 5.6 26.3 28.0 26.6

山　梨　県 ▲ 10.6 4.8 ▲ 2.3 3.4 71.5 21.9

長　野　県 21.8 ▲ 29.0 ▲ 10.4 23.8 6.4 16.2

非製造業 全産業

2013年度 2014年度

製造業 非製造業 全産業 製造業
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Ⅲ．県別調査結果 
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【茨城県】 （回答社数：３５６社）  

 

・ 2014 年度の茨城県の設備投資計画は、製造業が大幅な増加に転じることから、非製造業が

２年連続で減少するものの、全産業では二桁の増加に転じる。 

 

・ 製造業では、合理化・省力化投資などのある化学、耐震化に向けた維持・補修投資のある

石油、工場新設のある紙・パルプや生産設備の維持・補修投資のある非鉄金属など、ほと

んどの業種で増加することから、全体では大幅な増加に転じる。 

 

・ 非製造業では、商業施設の新設が一段落する不動産、生産設備の能力増強投資が一段落す

る建設などが減少することから、維持・補修投資等のある電力、物流施設整備や再生可能

エネルギー関連投資のある運輸などが増加するものの、全体では２年連続で減少する。 

 

 

１． 設備投資動向総括  

    設 備 投 資 額 伸び率（2014/2013） 

    社数 2013 年度 2014 年度 茨城県 全国 北関東甲信

全 産 業  356  1,714 1,928 12.5 15.2  18.9  

  製 造 業 170  1,074 1,317 22.6 19.7  23.2  

  非製造業 186  640 612 ▲4.4 12.7  8.9  

 

２．業種別対前年度増減率 

 

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

全 産 業 19.4 13.9 4.7 10.0 ▲ 24.2 8.0 21.4 11.5 ▲ 15.4 12.5

製 造 業 28.0 39.0 8.8 ▲ 6.4 ▲ 35.3 32.4 54.9 0.7 ▲ 2.7 22.6

非製造業 8.3 ▲ 15.7 ▲ 4.2 43.0 ▲ 9.2 ▲ 15.0 6.6 20.0 ▲ 22.4 ▲ 4.4

実        績 今回調査

伸
び
率

　（注）2009年度実績までは、大企業は事業基準分類、中堅企業は主業基準分類

　　　　2010年度実績以降は、全企業につき主業基準分類

(単位：億円、％) 

(単位：％) 
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３．業種別設備投資動向 

 

（単位：億円・％）

寄与度 寄与度

2012年度 2013年度 伸び率 12→13年度 2012年度 2013年度 2013年度 2014年度 伸び率 13→14年度 2013年度 2014年度

3,133 2,650 ▲ 15.4 ▲ 15.4 100.0 100.0 1,714 1,928 12.5 12.5 100.0 100.0

1,111 1,081 ▲ 2.7 ▲ 1.0 35.5 40.8 1,074 1,317 22.6 14.1 62.7 68.3

食 品 54 63 17.1 0.3 1.7 2.4 47 24 ▲ 48.3 ▲ 1.3 2.7 1.2

繊 維 3 5 77.3 0.1 0.1 0.2 5 8 65.6 0.2 0.3 0.4

紙 ・ パ ル プ 15 26 69.3 0.3 0.5 1.0 95 116 21.8 1.2 5.6 6.0

化 学 281 353 25.6 2.3 9.0 13.3 290 435 50.3 8.5 16.9 22.6

石 油 20 29 49.8 0.3 0.6 1.1 29 113 284.6 4.9 1.7 5.8

窯 業 ・ 土 石 23 25 9.8 0.1 0.7 0.9 24 25 3.5 0.0 1.4 1.3

鉄 鋼 15 15 4.7 0.0 0.5 0.6 14 21 50.1 0.4 0.8 1.1

非 鉄 金 属 161 134 ▲ 16.9 ▲ 0.9 5.2 5.1 146 159 9.1 0.8 8.5 8.2

金 属 製 品 24 54 127.6 1.0 0.8 2.0 54 60 10.4 0.3 3.2 3.1

一 般 機 械 333 123 ▲ 63.1 ▲ 6.7 10.6 4.6 88 95 8.9 0.5 5.1 5.0

電 気 機 械 28 124 345.0 3.1 0.9 4.7 150 153 1.7 0.1 8.8 7.9

精 密 機 械 10 15 48.9 0.2 0.3 0.6 15 12 ▲ 23.2 ▲ 0.2 0.9 0.6

輸 送 用 機 械 29 42 46.7 0.4 0.9 1.6 45 46 1.4 0.0 2.6 2.4

う ち 自 動 車 29 42 46.7 0.4 0.9 1.6 45 46 1.4 0.0 2.6 2.4

そ の 他 製 造 業 116 73 ▲ 37.5 ▲ 1.4 3.7 2.7 73 50 ▲ 30.6 ▲ 1.3 4.2 2.6

2,022 1,569 ▲ 22.4 ▲ 14.5 64.5 59.2 640 612 ▲ 4.4 ▲ 1.6 37.3 31.7

建 設 16 52 227.7 1.1 0.5 1.9 51 16 ▲ 68.2 ▲ 2.0 3.0 0.8

卸 売 ・ 小 売 56 54 ▲ 3.8 ▲ 0.1 1.8 2.0 51 67 31.1 0.9 3.0 3.5

不 動 産 63 199 215.0 4.3 2.0 7.5 199 99 ▲ 50.2 ▲ 5.8 11.6 5.1

運 輸 92 48 ▲ 47.6 ▲ 1.4 2.9 1.8 77 105 36.7 1.6 4.5 5.4

電 力 1,696 1,149 ▲ 32.3 ▲ 17.5 54.1 43.4 211 241 14.1 1.7 12.3 12.5

ガ ス 40 26 ▲ 33.8 ▲ 0.4 1.3 1.0 26 32 20.6 0.3 1.5 1.6

通 信 ・ 情 報 14 13 ▲ 9.7 ▲ 0.0 0.5 0.5 13 20 56.7 0.4 0.8 1.1

リ ー ス 18 18 0.5 0.0 0.6 0.7 1 0 ▲ 100.0 ▲ 0.0 0.0 0.0

サ ー ビ ス 27 10 ▲ 61.6 ▲ 0.5 0.9 0.4 11 28 164.1 1.0 0.6 1.4

その他非製造業 0 0 7.7 0.0 0.0 0.0 0 4 1,062.2 0.2 0.0 0.2

1,437 1,501 4.5 2.1 45.9 56.6 1,503 1,688 12.3 10.8 87.7 87.5

326 420 28.9 3.0 10.4 15.8 429 371 ▲ 13.4 ▲ 3.4 25.0 19.2

（注）　1． 四捨五入の関係上、各業種の総和は合計に一致しない場合がある
2． 各種計算には原数値（単位：百万円）を使用している
3． 共通回答社数については１頁参照

2012・2013年度対比（共通回答社数：334社） 2013・2014年度対比（共通回答社数：356社）

投　　　　資　　　　額 構 　 成 　 比 投　　　　資　　　　額 構 　 成 　 比

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業

全 産 業 （ 除 電 力）

非製造業（除電 力）
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【栃木県】 （回答社数：２６７社）  

 

・ 2014 年度の栃木県の設備投資計画は、ウエイトの高い製造業が２年連続、かつ大幅に増加

することに加え、非製造業も３年連続、かつ二桁増加することから、全産業でも４年連続、

かつ大幅に増加する。 

 

・ 製造業では、災害復旧関連や能力増強投資等のある非鉄金属、生産設備の能力増強投資等

のある化学、輸送用機械などが増加するため、全体では２年連続、かつ大幅に増加する。

 

・ 非製造業では、安全対策投資等のある運輸、再生エネルギー関連投資のある電力などが増

加するため、再生エネルギー関連投資等が一段落する建設などが減少するものの、全体で

は３年連続、かつ二桁増加する。 

 

 

１． 設備投資動向総括  

    設 備 投 資 額 伸び率（2014/2013） 

    社数 2013 年度 2014 年度 栃木県 全国 北関東甲信

全 産 業  267  661 816 23.4 15.2  18.9  

  製 造 業 131  489 623 27.2 19.7  23.2  

  非製造業 136  172 193 12.4 12.7  8.9  

 

２．業種別対前年度増減率 

 

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

全 産 業 10.5 7.0 2.3 3.0 ▲ 27.8 ▲ 2.0 8.0 1.5 8.4 23.4

製 造 業 8.3 18.1 ▲ 2.9 8.4 ▲ 43.0 8.2 32.5 ▲ 8.1 12.2 27.2

非製造業 13.2 ▲ 7.8 9.8 ▲ 5.0 3.1 ▲ 19.5 ▲ 20.2 22.1 2.2 12.4

実        績 今回調査

伸
び
率

　（注）2009年度実績までは、大企業は事業基準分類、中堅企業は主業基準分類

　　　　2010年度実績以降は、全企業につき主業基準分類

(単位：億円、％) 

(単位：％) 
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３．業種別設備投資動向 

 

（単位：億円・％）

寄与度 寄与度

2012年度 2013年度 伸び率 12→13年度 2012年度 2013年度 2013年度 2014年度 伸び率 13→14年度 2013年度 2014年度

758 821 8.4 8.4 100.0 100.0 661 816 23.4 23.4 100.0 100.0

465 522 12.2 7.5 61.3 63.5 489 623 27.2 20.1 74.0 76.3

食 品 7 21 197.5 1.8 0.9 2.6 15 32 112.4 2.6 2.3 4.0

繊 維 13 4 ▲ 65.2 ▲ 1.1 1.7 0.5 8 7 ▲ 11.3 ▲ 0.1 1.2 0.9

紙 ・ パ ル プ 0 20 10,761.1 2.6 0.0 2.4 20 14 ▲ 27.6 ▲ 0.8 3.0 1.7

化 学 45 65 43.9 2.6 6.0 7.9 87 121 40.0 5.2 13.1 14.9

石 油 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

窯 業 ・ 土 石 1 1 69.8 0.0 0.1 0.1 1 1 37.8 0.1 0.1 0.2

鉄 鋼 49 40 ▲ 19.7 ▲ 1.3 6.5 4.8 19 24 25.1 0.7 2.8 2.9

非 鉄 金 属 22 40 78.7 2.3 2.9 4.9 29 92 220.5 9.5 4.3 11.2

金 属 製 品 2 5 141.1 0.4 0.3 0.6 7 10 30.8 0.3 1.1 1.2

一 般 機 械 109 109 0.6 0.1 14.3 13.3 15 13 ▲ 7.9 ▲ 0.2 2.2 1.6

電 気 機 械 23 10 ▲ 55.9 ▲ 1.7 3.0 1.2 10 16 60.6 0.9 1.5 2.0

精 密 機 械 25 23 ▲ 6.7 ▲ 0.2 3.3 2.9 76 76 0.4 0.0 11.4 9.3

輸 送 用 機 械 157 170 7.9 1.6 20.7 20.6 174 190 9.4 2.5 26.3 23.3

う ち 自 動 車 156 166 6.6 1.4 20.6 20.3 171 188 10.2 2.6 25.8 23.1

そ の 他 製 造 業 12 14 21.9 0.3 1.5 1.7 30 26 ▲ 14.6 ▲ 0.7 4.5 3.1

293 300 2.2 0.9 38.7 36.5 172 193 12.4 3.2 26.0 23.7

建 設 7 38 439.0 4.1 0.9 4.6 42 13 ▲ 68.6 ▲ 4.4 6.4 1.6

卸 売 ・ 小 売 40 23 ▲ 42.1 ▲ 2.2 5.2 2.8 19 27 38.4 1.1 2.9 3.3

不 動 産 1 0 ▲ 78.3 ▲ 0.1 0.1 0.0 4 3 ▲ 24.0 ▲ 0.2 0.6 0.4

運 輸 78 74 ▲ 4.2 ▲ 0.4 10.2 9.1 76 96 26.8 3.1 11.4 11.7

電 力 118 122 3.1 0.5 15.6 14.8 0 9 14,900.0 1.4 0.0 1.1

ガ ス 12 13 9.4 0.1 1.6 1.6 13 14 3.4 0.1 2.0 1.7

通 信 ・ 情 報 13 10 ▲ 21.5 ▲ 0.4 1.7 1.2 11 12 14.5 0.2 1.6 1.5

リ ー ス 7 12 87.5 0.8 0.9 1.5 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

サ ー ビ ス 15 6 ▲ 60.9 ▲ 1.2 2.0 0.7 6 10 69.5 0.6 0.9 1.2

その他非製造業 3 1 ▲ 72.6 ▲ 0.3 0.4 0.1 1 9 916.1 1.3 0.1 1.2

640 699 9.3 7.9 84.4 85.2 661 807 22.0 22.0 100.0 98.9

175 178 1.6 0.4 23.0 21.6 172 184 7.2 1.9 26.0 22.6

（注）　1． 四捨五入の関係上、各業種の総和は合計に一致しない場合がある
2． 各種計算には原数値（単位：百万円）を使用している
3． 共通回答社数については１頁参照

2012・2013年度対比（共通回答社数：253社） 2013・2014年度対比（共通回答社数：267社）

投　　　　資　　　　額 構 　 成 　 比 投　　　　資　　　　額 構 　 成 　 比

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業

全 産 業 （ 除 電 力）

非製造業（除電 力）
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【群馬県】 （回答社数：２３０社）  

 

・ 2014 年度の群馬県の設備投資計画は、製造業が大幅な増加に転じることに加え、非製造業

も大幅な増加に転じることから、全産業でも大幅な増加に転じる。 

 

・ 製造業では、大幅な能力増強投資等のある輸送用機械、生産設備の合理化・省力化投資等

のある電気機械、化学など、ほとんどの業種で増加することから、生産設備の合理化・省

力化投資が一段落する鉄鋼で減少するものの、全体では大幅な増加に転じる。 

 

・ 非製造業では、商業施設新設のある不動産などで増加することから、不動産の取得や安全

対策投資が一段落する運輸で減少するものの、全体では大幅な増加に転じる。 

 

 

１． 設備投資動向総括  

    設 備 投 資 額 伸び率（2014/2013） 

    社数 2013 年度 2014 年度 群馬県 全国 北関東甲信

全 産 業  230  1,108 1,402 26.6 15.2  18.9  

  製 造 業 109  926 1,169 26.3 19.7  23.2  

  非製造業 121  182 233 28.0 12.7  8.9  

 

２． 業種別対前年度増減率 

 

 

  

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

全 産 業 ▲ 9.0 10.4 7.5 ▲ 15.1 ▲ 23.0 ▲ 5.2 ▲ 14.1 22.9 ▲ 5.6 26.6

製 造 業 ▲ 23.2 17.1 36.1 ▲ 19.4 ▲ 20.1 5.5 ▲ 5.0 16.3 ▲ 4.9 26.3

非製造業 12.2 5.1 ▲ 7.9 ▲ 7.0 ▲ 28.5 ▲ 29.7 ▲ 27.2 48.0 ▲ 7.5 28.0

実        績 今回調査

伸
び
率

　（注）2009年度実績までは、大企業は事業基準分類、中堅企業は主業基準分類

　　　　2010年度実績以降は、全企業につき主業基準分類

(単位：億円、％) 

(単位：％) 
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３． 業種別設備投資動向 

 

（単位：億円・％）

寄与度 寄与度

2012年度 2013年度 伸び率 12→13年度 2012年度 2013年度 2013年度 2014年度 伸び率 13→14年度 2013年度 2014年度

1,184 1,118 ▲ 5.6 ▲ 5.6 100.0 100.0 1,108 1,402 26.6 26.6 100.0 100.0

880 836 ▲ 4.9 ▲ 3.7 74.3 74.8 926 1,169 26.3 22.0 83.6 83.4

食 品 17 8 ▲ 48.7 ▲ 0.7 1.4 0.8 4 10 128.7 0.5 0.4 0.7

繊 維 2 1 ▲ 44.8 ▲ 0.1 0.1 0.1 0 1 75.5 0.0 0.0 0.1

紙 ・ パ ル プ 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

化 学 26 122 378.0 8.2 2.2 10.9 126 162 28.9 3.3 11.3 11.6

石 油 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

窯 業 ・ 土 石 3 3 4.4 0.0 0.2 0.2 3 3 11.8 0.0 0.2 0.2

鉄 鋼 61 67 9.3 0.5 5.2 6.0 67 49 ▲ 26.6 ▲ 1.6 6.1 3.5

非 鉄 金 属 11 9 ▲ 17.1 ▲ 0.2 0.9 0.8 9 14 48.1 0.4 0.8 1.0

金 属 製 品 12 27 119.3 1.2 1.0 2.4 27 36 35.2 0.8 2.4 2.6

一 般 機 械 12 16 35.7 0.4 1.0 1.5 16 23 44.0 0.6 1.5 1.7

電 気 機 械 71 75 6.3 0.4 6.0 6.8 142 221 55.2 7.1 12.9 15.8

精 密 機 械 0 0 58.3 0.0 0.0 0.0 0 1 41.0 0.0 0.0 0.0

輸 送 用 機 械 652 492 ▲ 24.5 ▲ 13.5 55.1 44.0 514 630 22.7 10.5 46.4 44.9

う ち 自 動 車 633 462 ▲ 27.1 ▲ 14.5 53.5 41.3 478 614 28.2 12.2 43.2 43.8

そ の 他 製 造 業 14 15 9.7 0.1 1.2 1.4 17 19 15.1 0.2 1.5 1.4

304 282 ▲ 7.5 ▲ 1.9 25.7 25.2 182 233 28.0 4.6 16.4 16.6

建 設 1 5 301.5 0.3 0.1 0.5 5 3 ▲ 44.9 ▲ 0.2 0.5 0.2

卸 売 ・ 小 売 55 11 ▲ 79.7 ▲ 3.7 4.6 1.0 34 27 ▲ 19.2 ▲ 0.6 3.0 1.9

不 動 産 3 19 493.1 1.3 0.3 1.7 19 80 318.6 5.5 1.7 5.7

運 輸 67 105 56.7 3.2 5.7 9.4 102 83 ▲ 18.4 ▲ 1.7 9.2 5.9

電 力 130 123 ▲ 5.4 ▲ 0.6 11.0 11.0 5 11 94.6 0.5 0.5 0.8

ガ ス 0 0 ▲ 20.6 ▲ 0.0 0.0 0.0 0 0 81.5 0.0 0.0 0.0

通 信 ・ 情 報 1 1 ▲ 21.9 ▲ 0.0 0.1 0.1 2 2 24.8 0.0 0.1 0.1

リ ー ス 1 2 79.4 0.1 0.1 0.2 0 0 ▲ 100.0 ▲ 0.0 0.0 0.0

サ ー ビ ス 10 9 ▲ 7.7 ▲ 0.1 0.9 0.8 10 25 158.0 1.4 0.9 1.8

その他非製造業 35 5 ▲ 84.6 ▲ 2.5 3.0 0.5 5 3 ▲ 52.4 ▲ 0.3 0.5 0.2

1,054 995 ▲ 5.6 ▲ 5.0 89.0 89.0 1,103 1,392 26.2 26.1 99.5 99.2

175 159 ▲ 8.9 ▲ 1.3 14.7 14.2 177 223 26.0 4.1 15.9 15.9

（注）　1． 四捨五入の関係上、各業種の総和は合計に一致しない場合がある
2． 各種計算には原数値（単位：百万円）を使用している
3． 共通回答社数については１頁参照

2012・2013年度対比（共通回答社数：209社） 2013・2014年度対比（共通回答社数：230社）

投　　　　資　　　　額 構 　 成 　 比 投　　　　資　　　　額 構 　 成 　 比

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業

全 産 業 （ 除 電 力）

非製造業（除電 力）
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【山梨県】 （回答社数：１３６社）  

 

・ 2014 年度の山梨県の設備投資計画は、非製造業が２年連続、かつ大幅に増加することに加

え、製造業も増加に転じることから、全産業においても大幅な増加に転じる。 

 

・ 製造業では、生産設備の能力増強投資のある窯業・土石、能力増強投資や維持・補修投資

のある電気機械、食品が増加することから、工場新設等が一段落する一般機械が減少する

ものの、全体では増加に転じる。 

 

・ 非製造業では、能力増強投資がある運輸、宿泊施設新設等のあるサービス、店舗新設のあ

る卸売・小売が増加することから、全体では２年連続、かつ大幅に増加する。 

 

１． 設備投資動向総括  

    設 備 投 資 額 伸び率（2014/2013） 

    社数 2013 年度 2014 年度 山梨県 全国 北関東甲信

全 産 業  136  291 355 21.9 15.2  18.9

  製 造 業 59  212 219 3.4 19.7  23.2

  非製造業 77  79 135 71.5 12.7  8.9

 

２．業種別対前年度増減率 

 

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

全 産 業 ▲ 3.3 18.7 1.3 ▲ 23.3 ▲ 41.5 22.4 2.7 ▲ 25.4 ▲ 2.3 21.9

製 造 業 ▲ 19.1 43.4 16.3 ▲ 36.7 ▲ 48.0 23.6 ▲ 45.7 23.3 ▲ 10.6 3.4

非製造業 9.4 ▲ 5.7 ▲ 19.3 1.6 ▲ 37.8 21.1 23.8 ▲ 41.8 4.8 71.5

実        績 今回調査

伸
び
率

　（注）2009年度実績までは、大企業は事業基準分類、中堅企業は主業基準分類

　　　　2010年度実績以降は、全企業につき主業基準分類

(単位：億円、％) 

(単位：％) 
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３．業種別設備投資動向 

 

（単位：億円・％）

寄与度 寄与度

2012年度 2013年度 伸び率 12→13年度 2012年度 2013年度 2013年度 2014年度 伸び率 13→14年度 2013年度 2014年度

267 261 ▲ 2.3 ▲ 2.3 100.0 100.0 291 355 21.9 21.9 100.0 100.0

122 109 ▲ 10.6 ▲ 4.9 45.9 42.0 212 219 3.4 2.5 72.9 61.8

食 品 21 21 ▲ 0.2 ▲ 0.0 7.8 7.9 21 33 58.8 4.2 7.1 9.3

繊 維 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

紙 ・ パ ル プ 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

化 学 1 3 294.9 0.9 0.3 1.2 4 4 20.9 0.3 1.3 1.3

石 油 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

窯 業 ・ 土 石 2 0 ▲ 81.1 ▲ 0.5 0.7 0.1 0 20 40,040.0 6.9 0.0 5.7

鉄 鋼 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

非 鉄 金 属 7 9 29.8 0.8 2.7 3.6 9 12 29.7 1.0 3.2 3.4

金 属 製 品 0 0 45.8 0.0 0.1 0.1 0 1 114.3 0.1 0.1 0.2

一 般 機 械 5 14 155.8 3.1 2.0 5.3 100 56 ▲ 44.1 ▲ 15.2 34.5 15.8

電 気 機 械 43 35 ▲ 18.9 ▲ 3.1 16.3 13.5 51 65 26.9 4.7 17.5 18.2

精 密 機 械 32 6 ▲ 80.4 ▲ 9.6 12.0 2.4 6 7 6.2 0.1 2.2 1.9

輸 送 用 機 械 7 9 35.8 0.9 2.6 3.6 9 9 ▲ 3.4 ▲ 0.1 3.2 2.6

う ち 自 動 車 7 9 35.8 0.9 2.6 3.6 9 9 ▲ 3.4 ▲ 0.1 3.2 2.6

そ の 他 製 造 業 4 11 170.2 2.6 1.5 4.2 11 13 14.1 0.5 3.8 3.5

144 151 4.8 2.6 54.1 58.0 79 135 71.5 19.4 27.1 38.2

建 設 2 4 163.0 1.0 0.6 1.6 4 0 ▲ 97.9 ▲ 1.4 1.5 0.0

卸 売 ・ 小 売 11 13 20.6 0.9 4.2 5.1 13 21 60.8 2.8 4.5 6.0

不 動 産 12 3 ▲ 74.1 ▲ 3.3 4.4 1.2 3 4 34.1 0.4 1.1 1.2

運 輸 27 36 32.0 3.3 10.3 13.9 36 67 84.1 10.4 12.4 18.8

電 力 73 63 ▲ 12.8 ▲ 3.5 27.3 24.3 0 1 7,100.0 0.2 0.0 0.2

ガ ス 0 0 ▲ 100.0 ▲ 0.0 0.0 0.0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

通 信 ・ 情 報 14 9 ▲ 37.4 ▲ 2.0 5.3 3.4 9 9 0.0 0.0 3.0 2.5

リ ー ス 2 9 439.0 2.7 0.6 3.4 0 0 ▲ 100.0 ▲ 0.0 0.0 0.0

サ ー ビ ス 4 13 236.7 3.5 1.5 5.1 13 34 155.9 7.1 4.5 9.5

その他非製造業 0 0 20.0 0.0 0.0 0.0 0 0 ▲ 100.0 ▲ 0.0 0.0 0.0

194 197 1.7 1.2 72.7 75.7 291 354 21.7 21.7 100.0 99.8

72 88 22.7 6.1 26.8 33.7 79 135 70.7 19.2 27.1 38.0

（注）　1． 四捨五入の関係上、各業種の総和は合計に一致しない場合がある
2． 各種計算には原数値（単位：百万円）を使用している
3． 共通回答社数については１頁参照

2012・2013年度対比（共通回答社数：128社） 2013・2014年度対比（共通回答社数：136社）

投　　　　資　　　　額 構 　 成 　 比 投　　　　資　　　　額 構 　 成 　 比

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業

全 産 業 （ 除 電 力）

非製造業（除電 力）
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【長野県】 （回答社数：２５６社） 

 

・ 2014 年度の長野県の設備投資計画は、製造業が５年連続、かつ大幅に増加することに加え、

非製造業も増加に転じることから、全産業では二桁の増加に転じる。 

 

・ 製造業では、生産設備の能力増強投資や合理化・省力化投資などのある輸送用機械、能力

増強投資や新製品関連投資などのある電気機械、一般機械などが増加することから、生産

設備の能力増強投資の一段落した食品などが減少するものの、全体では５年連続、かつ大

幅に増加する。 

 

・ 非製造業では、再開発関連投資のある不動産、新規車両購入等のある運輸などが増加する

ことから、電源投資や再生可能エネルギー関連投資が一段落する電力、店舗新設の一段落

する卸売･小売などが減少するものの、増加に転じる。 

 

 

１． 設備投資動向総括  

    設 備 投 資 額 伸び率（2014/2013） 

    社数 2013 年度 2014 年度 長野県 全国 北関東甲信

全 産 業  256  531 617 16.2 15.2  18.9  

  製 造 業 102  299 370 23.8 19.7  23.2  

  非製造業 154  232 247 6.4 12.7  8.9  

 

２．業種別対前年度増減率 

 

 

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

全 産 業 10.0 ▲ 2.6 21.4 ▲ 21.7 ▲ 15.8 5.4 7.5 30.1 ▲ 10.4 16.2

製 造 業 7.7 2.3 31.9 ▲ 46.0 ▲ 43.2 3.4 43.2 3.5 21.8 23.8

非製造業 12.6 ▲ 6.8 9.8 13.7 8.4 6.8 ▲ 21.7 53.2 ▲ 29.0 6.4

伸
び
率

実        績 今回調査

　（注）2009年度実績までは、大企業は事業基準分類、中堅企業は主業基準分類

　　　　2010年度実績以降は、全企業につき主業基準分類

(単位：億円、％) 

(単位：％) 
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３．業種別設備投資動向 

 

（単位：億円・％）

寄与度 寄与度

2012年度 2013年度 伸び率 12→13年度 2012年度 2013年度 2013年度 2014年度 伸び率 13→14年度 2013年度 2014年度

853 764 ▲ 10.4 ▲ 10.4 100.0 100.0 531 617 16.2 16.2 100.0 100.0

312 380 21.8 8.0 36.6 49.8 299 370 23.8 13.4 56.4 60.0

食 品 25 76 203.2 5.9 2.9 9.9 76 25 ▲ 67.6 ▲ 9.6 14.3 4.0

繊 維 0 8 4,470.6 0.9 0.0 1.0 8 2 ▲ 76.1 ▲ 1.1 1.5 0.3

紙 ・ パ ル プ 2 1 ▲ 54.5 ▲ 0.1 0.2 0.1 1 1 18.5 0.0 0.2 0.2

化 学 0 0 ▲ 100.0 ▲ 0.0 0.0 0.0 0 11 0.0 0.0 0.0 1.8

石 油 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

窯 業 ・ 土 石 6 50 728.7 5.1 0.7 6.5 9 4 ▲ 53.5 ▲ 0.9 1.7 0.7

鉄 鋼 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0 5 0.0 0.0 0.0 0.8

非 鉄 金 属 2 2 ▲ 4.4 ▲ 0.0 0.2 0.2 2 2 ▲ 3.5 ▲ 0.0 0.3 0.3

金 属 製 品 3 3 11.3 0.0 0.3 0.4 3 5 56.1 0.3 0.6 0.8

一 般 機 械 65 64 ▲ 1.6 ▲ 0.1 7.6 8.3 66 79 20.4 2.5 12.4 12.8

電 気 機 械 98 103 4.2 0.5 11.5 13.4 59 94 59.1 6.6 11.2 15.3

精 密 機 械 13 9 ▲ 32.9 ▲ 0.5 1.5 1.1 9 21 141.6 2.3 1.6 3.4

輸 送 用 機 械 73 47 ▲ 35.8 ▲ 3.1 8.6 6.1 48 97 102.4 9.2 9.0 15.7

う ち 自 動 車 73 47 ▲ 35.8 ▲ 3.1 8.6 6.1 48 97 102.4 9.2 9.0 15.7

そ の 他 製 造 業 25 19 ▲ 23.1 ▲ 0.7 2.9 2.5 19 25 31.1 1.1 3.6 4.1

540 384 ▲ 29.0 ▲ 18.4 63.4 50.2 232 247 6.4 2.8 43.6 40.0

建 設 10 9 ▲ 6.1 ▲ 0.1 1.1 1.2 9 4 ▲ 60.4 ▲ 1.1 1.7 0.6

卸 売 ・ 小 売 29 50 71.9 2.5 3.4 6.6 56 41 ▲ 26.3 ▲ 2.8 10.5 6.6

不 動 産 3 3 19.1 0.1 0.3 0.5 4 43 973.9 7.3 0.7 6.9

運 輸 36 34 ▲ 6.1 ▲ 0.3 4.2 4.4 39 52 35.7 2.6 7.3 8.5

電 力 375 210 ▲ 44.0 ▲ 19.4 44.0 27.5 60 34 ▲ 42.9 ▲ 4.9 11.3 5.6

ガ ス 38 31 ▲ 16.5 ▲ 0.7 4.4 4.1 31 35 12.0 0.7 5.9 5.7

通 信 ・ 情 報 20 21 8.6 0.2 2.3 2.8 22 23 6.1 0.2 4.1 3.7

リ ー ス 6 13 122.2 0.9 0.7 1.8 0 0 ▲ 100.0 ▲ 0.0 0.0 0.0

サ ー ビ ス 23 11 ▲ 52.9 ▲ 1.4 2.7 1.4 11 13 21.5 0.4 2.0 2.1

その他非製造業 1 0 ▲ 83.2 ▲ 0.1 0.1 0.0 0 1 500.0 0.2 0.0 0.2

477 554 16.1 9.0 56.0 72.5 471 583 23.8 21.1 88.7 94.4

165 174 5.2 1.0 19.4 22.7 171 212 23.8 7.7 32.3 34.4

（注）　1． 四捨五入の関係上、各業種の総和は合計に一致しない場合がある
2． 各種計算には原数値（単位：百万円）を使用している
3． 共通回答社数については１頁参照

2012・2013年度対比（共通回答社数：248社） 2013・2014年度対比（共通回答社数：256社）

投　　　　資　　　　額 構 　 成 　 比 投　　　　資　　　　額 構 　 成 　 比

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業

全 産 業 （ 除 電 力）

非製造業（除電 力）
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